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評価

経営戦略会議決定事項

教育基本法が改正され、国・地方それぞれの役割・責任体制が明確化された。教育委員会支援事業を有効
かつ効率的に運用して、教育委員会の活性化を図る必要がある。
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　学校の現状分析を実施し、短期的に解決しなければならない
課題について明確にする必要がある。課題解決のためにも、重
点的な事業実施の方策についてさらなる検討が必要である。

教育次長
山本 健次

二次評価者コメント

（有所有者延べ数／延
べ受験者数）×１００

ベンチ
マーク

項　目

　 担当への指示
（今後の展開・協働の可
能性・事業見直し・新規
事業創出等）

目的達成度
(中･長期目標に対する)

事業構成の適当性

施策の有効性
(評価年度の目標達成)

　教職員の健康保持と子どもの健康安全についてはとても大切
な指標であるので、各学校でも取り組んでいるが、勤務管理の
改善や継続した安全点検等により指標は伸びるものと考えられ
る。
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教育委員会議の運営

H19

(総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出)

学校事故への対応

調査年度 H21H20

重要度（%）

満足度（%）

　登下校の安全や、学力の問題、いじめや不登校の問題等をどのように解決していくか、学校（教育行
政）に寄せられる期待が大きいと感じている。

調査結果に対するコメ
ント、市民の反応等
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施策を構成する
事　務　事　業

細　事　業

教育委員会運営事業 教育委員会運営事業

事務事業

評価結果

Ａ ～ Ｅ

(高 ～ 低)

Ｂ

教職員の健康管理への対応

教育委員会における事務分掌の見直し

学校教育課長

青山　　求
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未来を支える人材を育むまちづくり

　教育委員会は、市民の多様な教育的ニーズに応えるため、様々な教育行政策を展開している。また、教
育委員会は、市内のすべての学校・園を服務監督しており、その事務を分掌することにより、教育行政の
能率的な運営を図っている。

各係の事務事業を全教職員で共通理解ができるようにすると、効率的な教育行政が期待できる。

基本施策への貢献度

3
昨年に比べ、教職員の有所見者比率､学校事故発生率が共
に増加していが、目標数値と比較すれば僅かな差異であ
る。今後、より一層職員の勤務管理の改善や児童に対する
安全面での配慮が求められる。

判断理由

0
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3,254

３中立

同左

　多様化する市民のニーズに的確に対応するため、課題とさ
れている事務事業の見直しに努めるとともにに、効率的な予
算執行と安全安心な学校づくりに向けた取り組みを検討して
いく必要がある。
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H20当初(直接事業費)

19,980

（事故発生件／全幼児
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H19

14,269

予算配分方針コメント

成果指標は、目標値に近づいているが、さらに目標値が
小さくなるよう、更に検討し、施策が有効に実施できる
体制づくりに努める必要がある。

3

3

　人事事務事業を含めて、事務局運営のための事務事業
のさらなる見直しを図っていく必要がある。

評価

法定事務が多く､全体的な事業構成は妥当である。教育委
員会運営事業については、教育委員会議の充実、活動の活
性化を図る工夫が必要。

一次評価 二次評価

５：非常に高い　４：高い　３：どちらともいえない　２：低い　１：非常に低い

＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要
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備前市総合計画の内容から記載する

⑤　施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）

⑥　施策構成事務事業の評価

⑧　施策の評価

⑦　⑥以外で、目標達成に必要な新規事業及び連携させる他部署の事業

④市民意識調査による施策の重要度・満足度


